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研究成果の概要（和文）：国連ミレニアム生態系評価の「生態系サービス」概念である「基盤」「供給」「調節」「文
化」の分類ではサービス相互間の因果関係が説明できない。本研究では自然と人間の相互作用環の統合的理解を生態系
サービス間の多様な「関係性」を新しい価値概念「関係価値」を導入することで明らかにする分析をおこなった。具体
的には東南アジアの大陸部・島嶼部における人間と自然の多様な関わりをグローバル交易と環境破壊、健康と食のリス
クに注目し、人間の受ける恩恵とリスクの両方を考慮した新しい「生態系サービス」概念の提案を実証した。あわせて
共有の思想（コモンズ）と生態史を関係価値における重要な価値概念として提示した。

研究成果の概要（英文）：From four major concepts proposed in the Millennium Assessment (MA), namely, provi
sioning services, cultural services, supporting services and regulating services, inter-relations among th
ese four elements are not illustrated and remain unknown.  A new methodological approach in order to resol
ve this ambiguity, and to demonstrate integrated figures of human-nature interactions, was proposed.  Bene
fits and risk analyses were examined, using several topics as to global trading, environmental deteriorati
on, health and food risk, using examples of various communities in Southeast Asia.  Through the analyses o
f benefits and risk as a set, it became clear that the notion of linkage-values to link four types of ecos
ystem services is effective tool. Also, it became clear that commons approach and Eco-historical approach 
are important in order to assess totally the benefits of ecosystem services and to understand the signific
ance of the linkage-values.
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１．研究開始当初の背景 

研究代表者は、平成 14～19 年度に総合地

球環境学研究所プロジェクト研究「アジア熱

帯モンスーン地域における地域生態史の統

合的研究：1945－2005」（以下「生態史 PJ」

と略）を実施し、メコン川流域において、自

然と人間の相互作用を現在から約60年遡り、

時間軸の上に描き出した。「生態史 PJ」では、

人間は自然の恵み受け、それを利用しながら

地域独自の生業形態を産み出し、そして自然

資源の利用によって生態系を維持する複雑

なシステムを解明した。 

 しかし、近年の自然と人間の関係について

の議論のされ方は、極めて単純化されている。

2005 年に国連ミレニアム生態系評価（以下、

MA と略）が発表した「生態系サービス」概念

は、人間が享受できるサービスとして、人間

をとりまく多種多様な生態系の重要性を訴

えている。その概念は、複雑な生態系を「基

盤サービス」、「供給サービス」、「調節サービ

ス」、「文化的サービス」の 4つに分類し、一

般人にも分かりやすく説明されている。しか

し、その概念では生態系機能の説明だけしか

示されていないため、4 つのサービス相互の

因果関係が分からない。例えば、供給サービ

スである「財」の利用が、生物多様性の減少

に働く関係性を持つことを MA の生態系サー

ビス概念を用いて理解することは困難であ

る。その理由は、生態系機能を「財」、「サー

ビス」、「アメニティ」といった経済学的な視

点での分類、すなわち自然が人間のためにサ

ービス（奉仕）していることが大前提となっ

た分類となっているからである。サービスを

受ける人間側から見た視点と言ってよかろ

う。しかし、MA の「生態系サービス」概念に

おいて、このサービスの供給が無くなること

によって、実際の人間生活がどうなるのか、

全く見えてこない。 

  
２．研究の目的 
そこで本研究では、複雑な自然と人間の関

係を捉えるために、さまざまな「関係性」を

考慮した新しい価値概念「関係価値」を提示
したい。生態資源の供給を例にすれば、それ
を単なる生態系からのサービスと位置づけ
るのではなく、自然環境や文化との関係、ま
た経済的影響や地理的位置との関係から、生
態資源の「関係価値」を提示する。そして、
これまでの経済学的な価値を中心とした MA
の「生態系サービス」とは異なり、生態系を
消費して生活する人間のありのままの姿、そ
してそこから得られるベネフィットと、それ
が消滅することによるリスクの両方を考慮
した新しい「生態系サービス」概念を創造す
ることを目的とする。 
 

３．研究の方法 
本研究の目的を達成するために、新しい価

値概念である「関係価値」を提示するための
「理論研究」、生態系からのベネフィットを
現地調査により解明する「実証研究①」、さ
らに生態・生活・生存リスクを解明する「実
証研究②」の 3つの研究班を組織し、相互に
連携を取りながら、それぞれの研究成果を紡
ぎあわせて最終的に「生態系サービス」の再
編を具現化する。「理論研究」は理論構築の
ための現地調査、「実証研究①」は現地調査
を中心とした実証的データの提供、そして
「実証研究②」は、現地調査と理論構築の両
方を同じウェイトで実施する。そして、研究
組織の形骸化を防ぐために、班ごとの研究会
に加えて、研究代表者が統括する全体会議を
開催し、研究実施期間中の連携強化を図る。
なお本研究は、研究代表者が過去に実施した
「生態史 PJ」の成果を踏まえ、よりその成果
を発展させる内容であり、すでに研究の基礎
的検討材料は揃っている。 
 

４．研究成果 
平成22年度は研究課題の全体方針の確認と

個別計画の相互調整をはかり、それにもとづ
いて現地調査研究に順次着手した。これによ
り、研究課題にかかる調査研究が初年度とし
ては順調に滑り出した。 
平成22年6月7日、キックオフ会議を開き、

研究代表者が東南アジア大陸部・メコン河流
域を対象地域に設定するとともに、特定のモ
ノや人の動きを切り口として、対象地域にお
ける生態資源利用の変容と実態を地域の生態
連関として取り出すという研究課題の全体方
針を示した。また、各メンバーがこの方針に
沿って個別研究計画を提案し、個別計画間の
調整を行った。 
平成22年7-9月に対象地域各国の大学・研究

機関と協力協定を結び、これにもとづいて各
メンバーがそれぞれの調査地で資源利用なら
びに生態系サービスの変容に関わるデータ収
集に着手した。また、平成22年10月にリスク
班のメンバーがラオスで開催された公衆衛生
に関する国際研究集会に出席し、環境変化と



の実証的な関連において人間集団の健康をと
らえることの意義について現地の研究者・実
務家と討議した。 
平成23年3月1日、年度末の全体会議を開催

し、各自の調査研究の中間報告をした。これ
をもとに、個別研究の進捗やデータの妥当性
を吟味するとともに、次年度の重点項目とし
て、（１）「関係価値」の概念検討を深化さ
せること、（２）その概念検討に資するデー
タ収集に取り組むこと、ならびに（３）これ
までの調査研究の成果を順次、研究発表し国
内外の研究者と意見交換することが確認され
た。 
また、研究代表者による現地調査は、現地協
力機関の都合により次年度に繰越されてい
たが、平成 23年 8月に予定どおり実施した。
これにより、南ラオスにおける交易の変容と
資源利用の実態に関するデータが収集でき
た。 
平成23年度は、平成23年6月に研究分担者ら

が、ラオス国立農林業研究所の主催による国
際シンポジウム”International Symposium 
on Rethinking Ecosystem Services in the 
Context of Montane Region in Mainland 
Southeast Asia”にてこれまでの研究成果を
報告し、それをもとにラオス国内外の研究者
と討議した。この討議を通して、ラオス在来
の生態系管理手法の有効性が確認されるとと
もに、それをこんにちのグローバル状況のな
かで保持するためには周辺諸国の民間資本を
積極活用することが欠かせないという認識が
導き出され、それが今後の研究を進める上で
の重要な指針となった。 
平成23年7-9月に研究代表者をはじめとす

る科研メンバーが現地調査で、生態系の管理
にまつわるトレードオフ関係に着目して資料
収集を行った。 
 平成23年9月に研究分担者らが、ラオス国立
公衆衛生研究所の主催する研究フォーラムに
出席し、これまでの研究成果を報告するなか
で、人間の健康に対するリスクという観点か
ら環境変化を評価する視点の重要性を打ち出
し、各国の研究者から支持を得た。これら2
つの国際研究会議への出席を通して、人間に
よる環境改変とそれにともなうリスクとベネ
フィットのトレードオフ関係に関する枠組み
が明確になった。 
 さらに平成24年1月に全体会議を開催し、科
研メンバーの本年度の成果報告に基づいて、
本研究課題のキー概念である「関係価値」と
いう視点を各自の研究のなかでいかに具体化
するかについて議論した。その議論を通して
、生態系と人間集団のあいだに潜在するさま
ざまな関係性を、地域の自然・文化・社会経
済的条件の変化に応じてベネフットにもリス
クにも転換するものとしてとらえ、その時系

列変化の解明にもとづいて、資源保全・管理
の望ましいすがたを探ることが次年度以後の
重点課題として策定された。 
平成 24 年度は、平成 24年 5月に全体集会

を開催し、各メンバーによるこれまでの研究
成果の報告をもとに、次年度の最終成果とり
まとめに向けた作業工程について討議した。
その結果、全体成果の発表形態については引
き続き検討し、個別の研究成果発表を優先的
におこなうことにした。また、全体方針とし
て、生態系サービスにおける文化的サービス
を評価することの重要性、生態連環図による
生態系サービスの構造化、そして、コモンズ
論に関わる事例を集積することが確認され、
今後の研究を進める上で重要な作業指針と
なった。 

研究代表者は平成 24年 5月と 11月に韓国

で現地調査を実施し、コモンズ論の展開に不

可欠な漁業権のデータを収集した。また、平

成 25 年 2 月にはインドネシア・バリでも共

同漁業権に関する調査を行った。 

研究課題のキー概念である「関係価値」に

ついては、分担者の阿部を中心に研究会を組

織し、理論的な検討をおこなった。 

横山が班長を務めるベネフィット班メンバ

ーもタイ、ラオスの現地調査により引き続き

生態系サービスの実態把握に努めるととも

に、学会研究大会での発表を通して、生態系

と人間集団をつなぐさまざまな関係性が、地

域の自然・社会経済的条件の変化のなかで経

時的に変化する様相を明らかにした。 

リスク班の門司は、ラオスと中国昆明で開

催された国際研究集会に参加し、他の出席者

との討議を通して、人間による環境改変にと

もなうリスクとベネフィットのトレードオ

フ関係を実証的に明らかにする必要性を認

識できた。 

年度末に報告書の形式で今年度の研究成

果を集約し、次年度（最終年度）の目標とし

て各自の研究を通して「関係価値」概念を論

じることが策定された。 

平成 25 年度は、平成 25 年 12 月に最後の
全体集会を開催し、生態史の観点から、自然
資源をめぐる世界システムと国家と地域社
会をつなぐ、さまざまな因果関係の連関を自
然科学と人文社会科学をまたいで実証的に
把握できたことが重要な成果であることが



確認された。同様に、コモンズ論に関して、
資源の過剰利用（オーバーユース）だけでな
く、資源の利用を制約する（アンダーユース
をもたらす）制度的な条件を明らかにできた
こと、また、そうした極端な資源利用のあり
かたを適正化する（ワイズユースに誘導す
る）ガバナンス・枠組みを提起できたことも
重要な成果であると討議された。さらに、自
然資源と人間集団のかかわりを根本的に考
え直すうえで、自然科学的で功利的な発想に
基づく「生態系サービス」概念で捉えるより
も、地域社会の自然とのつながりを文化的な
土着性や宗教性を通して表現する仕方によ
り注意を払おうとする「関係価値」概念で捉
えるほうが有益であると議論された。全体成
果の発表形態については引き続き検討する
こととし、個別の成果発表を優先してさらに
事例を蓄積することが確認された。この全体
方針に沿って、理論班・ベネフィット班・リ
スク班の各班で、論文や学会発表を通して、
「関係価値」概念を実証的に裏付ける多数の
成果発表がなされた。また、平成 26 年 2-3
月には、調査地域のカウンターパートや現地
住民に研究成果を還元するための現地成果
報告会がタイ・ラオスで開催され、現地の研
究協力者や住民から高い評価が得られた。 
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